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機関保証制度の概要

１．制度の目的

連帯保証人や保証人を立てることなく、自らの意志と責任において高等教育機関

において学ぶことができるよう、一定の保証料を保証機関に支払うことにより,奨
学金の貸与が受けられるように設けられた。

２．実施主体

公益財団法人 日本国際教育支援協会

３．制度の対象

平成１６年度以降の奨学金採用者

奨学金申込時に人的保証又は機関

保証を任意で選択

４．保証の範囲

元金、利息及び延滞金

５．保証の期間 延滞した場合

在学中及び返還中（最長２０年間）

６．保証料の水準

最高で年率０．７％未満

当面年率０．６９３％。

貸与月額５万４千円（無利子：私立自宅）では、

保証料月額２,２６９円。

７．保証料の徴収方法

在学中の貸与月額から保証料を差し引いて徴収する

ことを基本とする。

（奨学生が、保証料を保証機関に直接払い込むことも可能。）

８．加入率（平成２６年度実績）

機関保証 ４６．３％

人的保証 ５３．７％



新制度における保証制度について 

 

 

新所得連動返還型における人的保証の課題 

○ 所得が低い返還者は返還期間が長期化することから、人的保証である連帯保

証人の返還能力が返還終了まで確保されないケースの増加が懸念される。 

○ 返還期間が不定期となることから、現在より高齢となった連帯保証人・保証人

に保証を求めることになり、過度な保証を強いることになる恐れがある。 

 

 

原則として機関保証とする範囲 

 

 

 

 

 

○ 仮に定額返還型で人的保証を選択可能とすると、卒業時に新所得連動返還

型に変更しようとした場合、機関保証に新たに加入することが必要となり、

保証料を一括で支払う必要が生じる。 

⇒ 新所得連動返還型のみならず、定額返還型を含む無利子奨学金全体につい

て原則として機関保証とすることを検討。その際、機関保証への加入を促

進・導入する方策についても検討が必要である。 

 

 

留意点 

○ 平成１５年の「独立行政法人日本学生支援機構法」の国会議決に当たって、

衆議院の附帯決議に「機関保証制度の創設に当たっては、人的保証との選

択制とするとともに、奨学生の経済的な負担等に対する教育的配慮を行い、

適正な運用に努めること」が盛り込まれている。 

所得連動 

定額返還 

申込み時

(入学時) 
卒業時 

機関保証 

人的保証 

の選択 

選択 最終選択 
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○無利子奨学金

貸与月額 保証料 受取月額
(保証料除く)

貸与月数 貸与総額
（返還総額）

保証料総額 返還月額 返還年数

（円） （円） （円） （月） （千円） （千円） （円） （年）

30,000 1,114 28,886 1,440 53 9,230 13

自宅 45,000 1,782 43,218 2,160 86 12,857 14

自宅外 51,000 2,143 48,857 2,448 103 13,600 15

自宅 54,000 2,269 51,731 2,592 109 14,400 15

自宅外 64,000 3,137 60,863 3,072 151 14,222 18

○有利子奨学金

貸与月額 保証料 受取月額
(保証料除く)

貸与月数 貸与総額 保証料総額 返還月額 返還年数 利息総額
（1.0%）

（円） （円） （円） （月） （千円） （千円） （円） （年） （千円）
30,000 1,128 28,872 1,440 54 9,644 13 103
50,000 2,132 47,868 2,400 102 14,017 15 197
80,000 4,358 75,642 3,840 209 17,082 20 417

100,000 5,448 94,552 4,800 262 21,352 20 521
120,000 6,537 113,463 5,760 314 25,624 20 626

　※ 上表は、貸与利率を1.0%として計算

返還

 大　　学 48
国・公立

私立

区　分

貸与

 大　　学 48

奨学金の貸与（返還）月額・総額と保証料の関係

区　分

貸与 返還
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○貸与月額：5.4万円、貸与期間：48月、貸与総額：259.2万円

保証制度 利率の方式 利率 利息 保証料率 保証料 利息＋保証料

（千円） （千円） （千円）

人的 － 0.0% － － － －

機関 － 0.0% － 0.693% 109 109

人的 固定 1.00% 213 － － 213 ※3

機関 固定 1.00% 213 0.693% 109 322 ※3

人的 固定 2.05% 518 － － 518

機関 固定 2.05% 518 1.0% 282 800

変動 1.50% 323 0.7% 148 471

固定 2.20% 481 0.7% 148 629

機関 変動 2.80% － － － 716 ※2

機関 固定 3.30% － － － 740 ※2

※1　上表は、利率軽減措置を適用した場合を想定。

※2　金利に保証料率を上乗せしている。上表では、利息＋保証料をまとめて計算。

※3　日本学生支援機構の利息は1%として計算（（参考）利率変動方式：0.10%、利率固定方式：0.63%（平成27年3月実績））。

※4　上表における日本学生支援機構以外の利息、保証料は各機関のwebサイト等に公表されている情報を基に計算したもの。

　　　（平成28年2月現在。実際の金額とは異なる場合がある）

奨学金と教育ローンの利息と保証料の状況

無利子奨学金

有利子奨学金

日
本
学
生
支
援
機
構

Ｄ教育ローン

Ｃ教育ローン

区　分

機関

Ａ教育ローン

Ｂ教育ローン
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